認定投資事業有限責任組合を通じた株式投資においてエンジェル税制の適用を受けるためには、以下の事項が記されている組合契約を締結して頂く必要があります。

※なお、以下の事項については、文言等が一致する必要はなく、趣旨が同じであれば適用されます。
認定投資事業有限責任組合を通じた場合の
エンジェル税制の適用に必要とされる組合契約の記載事項
認定投資事業有限責任組合の組合契約の契約書の記載事項
(1) 認定投資事業有限責任組合が個人に対し約束する事項
貸借対照表及び損益計算書（当該個人の出資の価額の割合に応じてあん分して計算したものを含む。)並びに投資に関する明細書を交付すること。
(2) 個人が認定投資事業有限責任組合に対し約束する事項
①　株式を取得した時以後に、保有する株式の数に変更を生じさせる事実が発生したときには、当該事実の内容、当該事実の発生した年月日、当該事実により変更のあった株式の数及びその他参考となるべき事項について報告すること。
2 租税特別措置法第37条の13、第37条の13の2又は第41の19の規定の適用を受けようとする場合にあっては、これらの規定に規定する確定申告書に、(1)に規定する書類及び租税特別措置法施行規則第18条の15第8項第１号ロに定める書類（当該個人が同法第41条の19の規定の適用を受けようとする場合には、同規則第19条の11第8項第1号ロに定める書類）を添付すること。
以　上
